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研究成果の概要（和文）：インターネット利用と政治的学習の関係について、社会調査、閲覧ログ解析、フィールド実
験を用いた検討を行った。その結果、Yahoo! JAPANを中心とする日本のオンラインニュース接触は副産物的な政治的学
習を促すことで政治的知識ギャップの縮小に貢献しているが、2013年参院選から解禁されたソーシャルメディアを介し
た選挙キャンペーンにはこうした効果が見られないことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The influence of Internet use on political learning was investigated using 
surveys, mining of browsing history, and field experiments. Results indicated that online news 
consumption in Japan that is concentrated on Yahoo! JAPAN facilitates by-productive political learning 
and thus reduces the political knowledge gap among citizens. On the other hand, this knowledge leveling 
effect was not observed in the election campaign via social media which was first put into practice in 
the 2013 House of Councilors election.

研究分野： 政治コミュニケーション

キーワード： 政治的知識　オンラインニュース　ソーシャルメディア　フィールド実験　閲覧ログ解析　社会調査
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１．研究開始当初の背景 
ネットの普及により、オンラインでのニュ

ース接触が政治的知識量に及ぼす効果に関
する学術的関心が高まりつつある。米国を中
心とする先行研究は、ネットニュースにおけ
る選択性の高さに注目し、政治的知識量の格
差が拡大する可能性について指摘している。
それに対して、日本のネットニュースは
Yahoo!ニュースがほぼ独占的なシェアを占
めているため、選択性がそもそも高くない。
政治関心の高い人も低い人もYahoo!JAPANの
トップページに掲載される Yahoo!トピック
スを閲覧している状況では、むしろ政治的関
心の低い人が Yahoo!トピックスの政治ニュ
ースヘッドラインに接触することで副産物
的政治的学習が生じている可能性がある。こ
のことは、米国の先行研究とは異なり、日本
におけるネットニュース利用は政治的知識
格差をむしろ縮小する方向で作用する可能
性を示している。本研究はこうした日米差を
背景として計画された。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、ネットニュース接触が有
権者の政治的知識量と投票行動にもたらす
影響について実証的に明らかにすることに
ある。特に、先行研究から示唆される日本の
ネットニュース接触における副産物的な政
治的学習の可能性に着目し、日本におけるネ
ットニュース利用が社会的意思決定のため
の有効な情報基盤として機能しうるかにつ
いて検討する。その際、社会調査データの多
変量解析にとどまらず、ネットニュース閲覧
履歴ログの解析および、日常生活において接
触するニュース情報を操作するフィールド
実験を行うことで従来の方法論的限界を突
破し、人文社会情報学におけるメディア効果
論の発展に貢献することを目指した。 
 
３．研究の方法 
 研究方法は、平成 25 年度にネットニュー
ス閲覧履歴ログのデータマイニングと社会
調査を融合する手法を用いて、ネットニュー
ス接触と政治的知識量の相関関係の測定を
行い、平成 26 年度に接触するネットニュー
ス情報を操作するフィールド実験を用いた、
ネットニュース接触と政治的知識量の因果
関係の同定を行う予定であった。若干の方法
論的変更が生じたものの、おおむね計画通り
の方法で研究は実施された。 
 平成 25 年度は、ネットニュース閲覧履歴
ログのデータマイニングと社会調査を融合
する手法を用いて、ネットニュース接触と政
治的知識量の相関関係の測定を行うことを
予定していた。2012 年衆院選時にヤフー株式
会社より共同研究の申し出があり、Yahoo!ニ
ュース閲覧履歴ログと社会調査を融合した
分析を行う機会を得ていた。さらに、2013 年
参院選においても引き続き同様の共同研究
を行い、データを取得した。これらのデータ

を用いて、「Yahoo!JAPAN の閲覧が多い群では、
政治的関心が低くても（あるいはエンターテ
イメント志向が高くても）、政治的知識のレ
ベルが落ちない」という仮説の検証を行った。
さらに、ヤフー社との共同研究によって計画
されていたネットレイティングス社による
「ターゲットセグメント調査」を実施する必
要がなくなったため研究対象を拡大し、2013
年に解禁されたネット選挙における政治的
学習効果を検討する目的でフィールド実験
を実施した。 
 平成 26 年度は、接触するオンラインニュ
ース情報を操作するフィールド実験を用い
て、オンラインニュース接触と政治的知識の
因果関係の同定を行った。具体的には、実験
参加者のブラウザにインストールされるア
ドインソフトウェアを用いて、ポータルサイ
トのトップページを模した実験サイトを構
築した。実験における処置は表示されるハー
ドニュースのヘッドライン数であり、ハード
ニュースの供給量を外生的に変化させたと
きに実験参加者の政治的知識量が影響を受
けるかどうかを検証した。 
 
４．研究成果 
 まず、Yahoo!ニュース閲覧履歴ログと社会
調査を融合した分析からは、Yahoo! JAPAN の
トップページに掲載される Yahoo!ニュース
のトピックス見出しを閲覧するだけで、政治
に関する知識の学習効果が生じることが明
らかとなった。さらに、Yahoo!ニュースへの
接触は、政治的関心の高い層と低い層の、政
治に関する知識ギャップの縮小に貢献して
おり、特に政治的関心の低い層が政治的リー
ダーのパーソナリティに関する情報を得る
ためのプラットフォームとして機能してい
ることが明らかとなった。 

例：小沢一郎氏のニュースに関する学習効果 
 
 次に、ネット選挙が解禁された 2013 年参
院選時に合わせて追加的に実施したフィー
ルド実験では、ツイッター利用者から実験参
加者を抽出し、安倍晋三・細野豪志・橋下徹
の 3氏をフォローする処置群と、安倍晋三・
細野豪志の2氏のみをフォローする統制群に
無作為配置し、参院選投票日前約 1か月の間
ふだん通りに利用することを求めた。その結



果、橋下徹氏のツイートへの接触は争点知識
の学習効果を持っていないことが明らかに
なった。政治的知識に対して効果が見られな
かったことは、投票日が近付くにつれて争点
に関する実質政策的な情報が発信されなく
なったことが原因であると考えられる。また、
知識に対して効果がないにもかかわらず全
体的な好感度に対してはプラスの効果が見
られたことについては、ツイッターで継続的
に政治家からのメッセージに接触すること
は単純接触効果を引き起こす可能性を示し
ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2013 年参院選前の 
橋下徹氏によるツイートの内容分析 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

フィールド実験における処置の効果 
 
 平成 26 年度のフィールド実験では、実験
参加者が日常生活の中で接触するオンライ
ンニュースの内容を操作するため、以下の図
のような実験システムを構築した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 実験における処置は表示されるハードニ
ュースのヘッドライン数であり、ハードニュ
ースの供給量を外生的に変化させたときに
実験参加者の政治的知識量が影響を受ける
かどうかを検証した。数か月に渡るフィール
ド実験の結果、オンラインニュースで表示さ
れるハードニュース量が多いほど、実験参加
者の政治的知識量が上昇することが示され
た。この知見は、これまで因果関係が不明確
であったオンラインニュース利用と政治的
知識の関係について、これまでで最も明確な
形で因果効果を実証したものとして大きな
意義を持っている。 
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